
Ⅰ　結　果　の　概　要

（ 事業所規模１～４人 ）

１　きまって支給する給与

２　年間特別給与

表１　産業別、性別きまって支給する給与及び年間特別給与と支給割合

きまって支給する給与 年 間 特 別 給 与 ( 勤 続 １ 年 以 上 )

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 支給割合 男 子 支給割合 女 子 支給割合

円 円 円 円 カ月 円 カ月 円 カ月

TL 調 査 産 業 計 145,843 188,422 114,148 92,521 0.63 127,266 0.68 66,230 0.58

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x x x x － x － x －

Ｄ 建 設 業 206,528 214,565 170,300 38,273 0.19 41,871 0.20 23,495 0.14

Ｅ 製 造 業 156,644 178,446 103,517 84,726 0.54 89,235 0.50 74,910 0.72

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 x x x x － x － x －

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x － x － x －

Ｈ 運 輸 業 ・ 郵 便 業 x x x x － x － x －

Ｉ 卸 売 業 ・ 小 売 業 137,594 174,704 113,064 78,775 0.57 115,604 0.66 54,062 0.48

Ｊ 金 融 業 ・ 保 険 業 x x x x － x － x －

Ｋ 不動産業・物品賃貸業 168,982 216,678 118,916 68,357 0.40 126,121 0.58 13,289 0.11

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 190,573 207,356 166,018 225,607 1.18 224,022 1.08 228,106 1.37

Ｍ 宿泊業・飲食サービス業 98,395 135,289 83,298 9,348 0.10 12,289 0.09 8,194 0.10

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 113,888 160,995 106,363 39,721 0.35 132,053 0.82 23,397 0.22

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 88,041 97,712 82,016 9,776 0.11 20,059 0.21 2,840 0.03

Ｐ 医 療 ， 福 祉 152,381 203,878 143,552 159,851 1.05 227,143 1.11 149,080 1.04

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x ー x ー x ー

Ｒ その他のサービス業 153,224 195,036 88,405 85,159 0.56 100,889 0.52 59,412 0.67

全国平均（調査産業計） 185,402 252,412 134,758 195,387 1.05 274,579 1.09 133,490 0.99

 平成 21年７月における常用労働者１人平均きまって支給する現金給与額は調査産業計で 145,843円

であった。性別では男子が 188,422 円、女子が 114,148 円で女子は男子の 60.6％であった。産業別

にみると、建設業が 206,528 円で最も高く、以下、学術研究・専門・技術サービス 190,573 円、不動

産業・物品賃貸業 168,982円、製造業 156,644円、その他のサービス業 153,224円、医療・福祉 152,381

円、卸売業・小売業 137,594 円、生活関連サービス業・娯楽業 113,888 円、宿泊業・飲食サービス業

98,395 円、教育・学習支援業 88,041 円の順となっている。 

全国と比較すると全国平均の 185,402 円を 100 とした場合、本県は 78.7％となっている。 

平成 20 年８月から平成 21 年７月までの１年間に支払われた特別給与は、92,521 円で、これを、

平成 21 年７月のきまって支給する給与に対する割合（以下「支給割合」という）でみると 0.63 か

月であった。 

男女別では、男子が 127,266 円（支給割合 0.68 か月）、女子は 66,230 円（支給割合 0.58 か月）

で女子は男子の 52.0％となっている。 

全国と比較すると全国平均の 195,387 円（支給割合 1.05 か月）を 100 とした場合、本県は 47.4％

となっている。 
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図１　きまって支給する給与の産業間格差 （調査産業計　=　100）

３　出勤日数及び実労働時間

表２　産業別、性別出勤日数及び１日あたりの実労働時間 
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出　勤　日　数 １日の実労働時間

産　　　　業
計 男 子 女 子 計 男 子 女 子

日 日 日 時間 時間 時間

TL 調 査 産 業 計 22.5 23.4 21.9 7.3 7.8 6.8

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x x x x x x

Ｄ 建 設 業 22.4 22.4 22.7 8.0 8.1 7.8

Ｅ 製 造 業 23.7 23.9 23.2 7.4 7.7 6.8

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 x x x x x x

Ｇ 情 報 通 信 業 x x x x x x

Ｈ 運 輸 業 ・ 郵 便 業 x x x x x x

Ｉ 卸 売 業 ・ 小 売 業 23.4 24.6 22.6 7.2 7.8 6.8

Ｊ 金 融 業 ・ 保 険 業 x x x x x x

Ｋ 不 動 産 業 ・ 物 品 賃 貸業 22.8 24.1 21.5 7.6 8.2 7.0

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 21.5 21.4 21.7 7.7 7.7 7.6

Ｍ 宿泊業・飲食サービス業 21.7 24.0 20.7 6.8 8.1 6.2

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 22.5 24.8 22.1 7.1 8.6 6.9

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 19.5 19.8 19.4 5.3 4.9 5.6

Ｐ 医 療 ， 福 祉 23.1 23.8 23.0 7.5 7.6 7.4

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x x x x x x

Ｒ そ の 他 の サ ー ビ ス 業 22.5 24.2 20.0 7.4 7.9 6.5

20.8 22.0 19.9 7.1 7.9 6.6全国平均（調査産業計）

平成 21 年７月の出勤日数は 22.5 日で、男子が 23.4 日、女子が 21.9 日となっている。産業別にみ

ると、製造業が 23.7 日と最も多く、最も少ないのは教育,学習支援業の 19.5 日となっている。 

また、１日の実労働時間は調査産業計で 7.3 時間である。 
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４　常用労働者

図２　常用労働者の産業別構成

表３　産業別・性別常用労働者構成
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全　 国

産業別構成（調査産業計＝100） 性別構成（男女計＝100）

産　　　　　業 計 男　　子 女　　子

実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ ％ ％ ％

TL 調 査 産 業 計 33,396 100.0 14,251 100.0 19,145 100.0 100.0 42.7 57.3

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 x － x － x － － － －

Ｄ 建 設 業 2,729 8.2 2,233 15.7 495 2.6 100.0 81.8 18.1

Ｅ 製 造 業 1,157 3.5 820 5.8 337 1.8 100.0 70.9 29.1

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 x － x － x － － － －

Ｇ 情 報 通 信 業 x － x － x － － － －

Ｈ 運 輸 業 ・ 郵 便 業 x － x － x － － － －

Ｉ 卸 売 業 ・ 小 売 業 10,289 30.8 4,095 28.7 6,194 32.4 100.0 39.8 60.2

Ｊ 金 融 業 ・ 保 険 業 x － x － x － － － －

Ｋ 不動産業・物品賃貸業 1,553 4.7 796 5.6 758 4.0 100.0 51.3 48.8

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 2,084 6.2 1,238 8.7 846 4.4 100.0 59.4 40.6

Ｍ 宿泊業・飲食サービス業 3,831 11.5 1,113 7.8 2,719 14.2 100.0 29.1 71.0

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 3,599 10.8 496 3.5 3,103 16.2 100.0 13.8 86.2

Ｏ 教 育 ・ 学 習 支 援 業 1,613 4.8 619 4.3 994 5.2 100.0 38.4 61.6

Ｐ 医 療 ， 福 祉 2,145 6.4 314 2.2 1,831 9.6 100.0 14.6 85.4

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 x - x - x - - - -

Ｒ その他のサービス業 2,394 7.2 1,455 10.2 939 4.9 100.0 60.8 39.2

2,253,799 － 970,159 － 1,283,640 － 100.0 43.0 57.0全国平均（調査産業計）

計 男 子 女 子

事業所規模１～４人における常用労働者は 33,396 人であった。産業別にみると卸売･小売業が

10,289 人(30.8%)と最も多く、以下、宿泊業・飲食サービス業 3,831 人(11.5%)、生活関連サー

ビス業・娯楽業 3,599人(10.8%)、建設業 2,729 人(8.2%)、その他のサービス業 2,394 人(7.2%)、

医療・福祉 2,145 人(6.4%)、学術研究・専門・技術サービス業 2,084 人(6.2%)、教育・学習支援

業 1,613 人(4.8%)、不動産業・物品賃貸業 1,553 人(4.7%)、製造業 1,157 人(3.5%)の順となっ

ている。 

また、性別では男子 42.7％、女子 57.3％と女子の割合が高い。女子の割合が最も高い産業は、生

活関連サービス業・娯楽業の 86.2％であった。 
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